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Ⅳ 特別調査事項

「消費増税の影響と対策等」について

（１）消費増税の影響の有無

「好影響がある」 ３.０％ 「影響はほとんどない」 １０.８％

「悪影響が少しある」 ３５.５％ 「悪影響がかなりある」 ３６.５％

「わからない」 １４.２％

（２）悪影響の内容

「価格転嫁困難」 ４９.７％ 「売上減少」 ４９.２％

「価格競争激化」 ３４.５％ 「販売価格値下げ要請」 ３１.８％

「その他」 ５.２％

（３）前回税率引き上げ時の状況

「全て転嫁できた」 ３０.７％ 「一部転嫁できた」 ３２.４％

「全く転嫁できなかった」 ２１.４％ 「不明」 １１.９％

「関係なし」 ３.６％

（４）消費増税への対策

「経費削減強化」 ５０.２％ 「高付加価値戦略の強化」 ２５.５％

「価格の再設定の検討」 ２５.１％ 「駆け込み需要への対応」 １８.５％

「設備投資前倒し」 ９.９％ 「その他」 ２.７％

「対策なし」 ２３.９％

※本文中の数値については、グラフの他、アンケート調査集計表（４３頁以下）を参照して

ください。

（１）消費増税の影響の有無

○ 「悪影響がかなりある」（３６.５％）が最も多く、次いで「悪影響が少しあ

る」（３５.５％）となっており、これらをあわせると７割強の企業が「悪影

響がある」と回答している。

○ 「好影響がある」が３.０％で、「影響はほとんどない」は１０.８％であった。

（２）悪影響の内容

○ 「価格転嫁困難」が４９.７％と最も多く、次いで「売上減少」が４９.２％、

「価格競争激化」が３４.５％の順であった。

（３）前回税率引き上げ時の状況

○ 「全て転嫁できた」が３０.７％、「一部転嫁できた」が３２.４％、「全く転

嫁できなかった」は２１.４％であった。

（４）消費増税への対策

○ 「経費削減強化」が５０.２％で最も多く、次いで「高付加価値戦略の強化」

が２５.５％、「価格の再設定の検討」が２５.１％の順であった。
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「消費増税の影響と対策等」について

（１）消費増税の影響の有無（集計表Ｐ４３参照）

消費増税の影響について聞いたところ、「悪影響がかなりある」（３６.５％）が最も多

く、次いで「悪影響が少しある」（３５.５％）となっており、これらをあわせると７割強

の企業が「悪影響がある」と回答している。また、「好影響がある」は３.０％で、「影響

はほとんどない」は（１０.８％）であった。

業種別にみると、「悪影響がある」（「悪影響がかなりある」と「悪影響が少しある」

を加えたもの）は非製造業が７３.５％であり、製造業の６９.７％より３.８ポイント高か

った。また、「好影響がある」とする企業についても非製造業では４.０％と製造業の

１.６％より２.４ポイント高かった。
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業種別に「悪影響がある」（「悪影響がかなりある」と「悪影響が少しある」を加えた

もの）多い順にみると、製造業では「食料品」（８９.７％）が最も多く、次いで「繊維工

業」と「プラスチック製品」（７５.９％）の順であった。また、非製造業では「卸売・小

売業」（７８.８％）が最も多く、次いで「飲食店」（７７.８％）、「不動産業」

（７５.４％）の順であった。
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（２）悪影響の内容【複数回答】 （集計表Ｐ４４参照）

（１）で、「悪影響がかなりある」及び「悪影響が少しある」と回答した企業に、その

内容を聞いたところ、「価格転嫁困難」（４９.７％）が最も多く、次いで「売上減少」

（４９.２％）、「価格競争激化」（３４.５％）の順であった。

業種別にみると、製造業は「販売価格値下げ要請」（４４.５％）が２１ポイント非製造

業よりも高かった。また、非製造業では「売上減少」（５１.８％）が６.５ポイント、「価

格転嫁困難」（５0.７％）が２.６ポイント、「価格競争激化」（３５.１％）が１.５ポイン

ト製造業よりそれぞれ高かった。
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「価格転嫁困難」であった企業を業種別にみると、製造業では「食料品」（６７.３％）

が最も多く、次いで「電気機械器具」（５７.１％）、「繊維工業」（５６.４％）の順であ

った。また、非製造業では「飲食店」（６５.７％）が最も多く、次いで「サービス業」

（５８.０％）、「卸売・小売業」（５２.３％）の順であった。
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（３）前回税率引き上げ時の状況【複数回答】 （集計表Ｐ４５参照）

前回の税率引き上げ時（平成９年：３→５％）の増税分を価格転嫁できたか聞いたとこ

ろ、「全て転嫁できた」企業は３０.７％、「一部転嫁できた」企業は３２.４％、「全く

できなかった」企業は２１.４％であった。

業種別にみると、「全て転嫁できた」企業は製造業が３６.５％と２６.７％であった非

製造業を９.８ポイント上回った。また、「全く転嫁できなかった」企業についても製造

業が２２.５％と２０.７％であった非製造業を１.８ポイント上回った。
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増税分を全て転嫁できた業種は「金属製品」（５０.０％）が最も多く、次いで「輸送用

機械器具」（４７.３％）、「パルプ・紙・紙加工品」（４２.６％）と製造業が続き、４番

目に非製造業の「情報サービス業」（４０.７％）であった。

また、増税分を全く転嫁できなかった業種は「食料品」（３３.３％）が最も多く、次い

で「飲食店」（２８.９％）、「不動産業」（２８.６％）、「家具・装備品」（２７.５％）

の順であった。
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（４）消費増税に対する対策【複数回答】 （集計表Ｐ４６参照）

今回、予定されている消費増税への対策について聞いたところ、「経費削減強化」

（５０.２％）が最も多く、製造業・非製造業ともほぼ半分を占めていた。次いで「高付

加価値戦略の強化」（２５.５％）、「価格の再設定の検討」（２５.１％）、「駆け込み

需要への対応」（１８.５％）の順であった。また、「対策なし」は製造業・非製造業と

も２割強を占めていた。
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「駆け込み需要への対応」と回答した企業を業種別にみると、製造業では「パルプ・紙・

紙加工品」、「鉄鋼業・非鉄金属」、「輸送用機械器具」が２５.５％と最も多く、次いで

「プラスチック製品」（２５.０％）、「一般機械器具」（２０.３％）の順であった。また、

非製造業では「不動産業」（２８.０％）が最も多く、次いで「卸売・小売業」（２５.１％）、

「建設業」（２２.７％）、「情報サービス業」（２２.２％）の順であった。
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